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ピー・シー・エー株式会社との資本・業務提携の一部見直しに関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28 年 7 月 1 日の取締役会において、ピー・シー・エー株式会社との間の資本・業

務提携契約の一部を見直すことを決議し、本日付けでピー・シー・エー株式会社と同契約一部見直

しについて合意いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本・業務提携の一部見直しの理由 

当社は、平成 18 年 11 月 13 日にピー・シー・エー株式会社との間で、当社が同社製品「PCA 

Dream21」の販路拡大に取組むとともに、同社が当社の普通株式を保有するという資本・業務提

携を締結いたしました。 

この度、契約締結から 10 年を迎えるにあたり両社で協議しましたところ、両社ともに一定の

成果が得られたこと、また両社の間には協力体制が構築できていることから、資本・業務提携を

一部見直すことといたしました。 

 

２．資本・業務提携の一部見直しの内容 

  ピー・シー・エー株式会社は、平成 28 年 6 月 30 日現在、当社の普通株式 1,355,000 株（発行

済株式総数の 11.58%）を保有しておりますが、そのうち 1,000,000 株を上限に売却するとの意

向を表明されております。売却にあたり同社は、株価の影響に配慮しながら市場において順次売

却するとの意向を示しております。 

また、当社は、これまで特定分野において同社製品のみを扱ってまいりましたが、今後、他社

の製品につきましても適宜取扱うことといたしました。 

 

ピー・シー・エー株式会社が当社の株式を売却した場合には、当社の主要株主である筆頭株主

の異動が発生する可能性がありますが、その具体的な内容につきましては判明しだい速やかに開

示いたします。 



３．資本・業務提携の相手先の概要 

(1) 名         称 ピー・シー・エー株式会社 

(2) 所    在    地 東京都千代田区富士見一丁目 2 番 21 号 

(3) 代 表 者 の 役 職・氏 名 代表取締役社長 水谷 学 

(4) 事  業   内    容 コンピュータソフトの開発および販売 

(5) 資    本    金 8 億 9,040 万円 

(6) 設  立  年  月  日 昭和 55 年 8 月 1 日 

(7) 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

佐藤 礼子 19.06% 

隈元 智子 19.06% 

(8) 当 社 と の 関 係 

資 本 関 係 当該会社は、平成 28 年 6 月 30 日現在、

当社普通株式を 1,355,000株保有してお

ります。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当該会社から商品を仕入れています。 

関 連 当 事 者 へ の 

該   当   状   況 

当該会社は、当社の主要株主であるた

め、当社の関連当事者に該当します。 

(9) 当該会社の最近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

連 結 純 資 産 11,662 百万円 11,263 百万円 10,852 百万円 

連 結 総 資 産 16,775 百万円 15,725 百万円 15,853 百万円 

1 株当たり連結純資産 1,683.70 円 1,626.24 円 1,567.19 円 

連 結 売 上 高 10,474 百万円 8,168 百万円 8,440 百万円 

連 結 営 業 利 益 1,110 百万円 △179 百万円 40 百万円 

連 結 経 常 利 益 1,138 百万円 △157 百万円 66 百万円 

親会社株式に帰属する 

当 期 純 利 益 
604 百万円 △207 百万円 △93 百万円 

1 株当たり連結当期純利益 88.23 円 △30.22 円 △13.71 円 

1 株 当 た り 配 当 金 41.00 円 31.00 円 31.00 円 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日  平成 28 年 7 月 1 日 

（２）合  意  日  平成 28 年 7 月 1 日 

 

５．今後の見通し 

  本件における当社連結業績の見通しに影響はございません。 

  また、ピー・シー・エー株式会社との資本・業務提携の内容変更後においても同社とは従来通

り良好な取引関係を継続してまいります。 

 

以上 


